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『次世代モビリティ開発拠点形成』地域イノベーション戦略推進プロジェクト概要

【岩手県次世代モビリティイノベーション推進協議会】
（産）いわて自動車関連産業集積促進協議会、（学）岩手大学、岩手県立大学、一関工業高等専門学校、（官）岩手県

岩手県工業技術センター、（金）岩手銀行、北日本銀行、（その他）いわて産業振興センター

戦略策定
地域イノベーション戦略推進地域（国際競争力強化地域）に選定

【いわて環境と人にやさしい次世代モビリティ開発拠点】
　これまで岩手に蓄積された自動車産業の基盤となる材料・高度下降技術、電子デバイス技術、ICT技術
等の開発を推進するとともに、高度技術者の育成、産学官金による事業化の加速を図り、将来を見据えた
モビリティのイノベーションを進め、持続的なイノベーションを実現する地域を目指す。

《戦略実現に向けた活動計画》

①産学官連携体制の構築・活動

③人材育成活動及び成果の普及

②産学官連携による研究開発

④実用化・事業化を促進する活動

○大学等研究機関のポテンシャル（研究者、研究
　シーズ、人材育成プログラム、研究設備等）の把握

○企業等のポテンシャル（研究者・技術者、技術
　シーズ、設備等）及び技術ニーズの把握

○次世代モビリティに関連する企業ニーズと技術
　シーズの橋渡し（マッチング）

○研究者、技術者等のネットワークの構築

○次世代モビリティに関連する大学等と企業、
　メーカー等と地域企業の連携強化

○次世代モビリティに関連するシーズ創出型研究
　開発の推進

○次世代モビリティに関連する市場ニーズ指向型
　産学官共同研究の推進

○次世代モビリティのイノベーション創出に求め
　られる研究設備等の導入と開放・共用化

○次世代モビリティに関連する市場動向、技術動
　向等の把握、国際技術の動向調査の実施

○事業説明会、研究シーズ・技術ニーズ説明会、
　成果報告会、セミナー、交流会等の開催

○知的財産の管理、事業化に向けた各種支援活動

○成果の普及活動、広報活動

○地域企業の技術力、競争力の強化を担う高度
　技術・研究開発人材の育成

○次世代モビリティのイノベーション創出に向
　けた新たな人材育成プログラムの開発と実行

他府省（経済産業省等）や地域資金（県等）の各
種施策を有機的・総合的に活用して戦略を実現活用支援

《戦略具現化のために実施する事業》
【文部科学省】地域イノベーション戦略支援プログラム（東日本大震災復興支援型）
①　知のネットワークの構築（地域連携コーディネータの配置と活動支援）
②　研究者の集積（不足する研究者の招へいと活動支援）
　→　重点分野（材料・高度加工技術、電子デバイス技術、ICT技術等）に関する研究者の招へい
　　と産学官共同研究の推進
③　人材育成プログラムの開発と実行（新たな人材育成プログラムの開発と実行支援）
　→　イノベーション創出に向けて重点的に育成すべき人材（研究・技術マネジメント人材、ものづ
　　くり・ソフトウェアの融合技術者、EV・高度設計技術者）の育成プログラムの開発と実行
④　研究設備等の共用化（技術支援スタッフの配置と研究設備の開放・共用化支援）

《事業推進体制》
【総合調整機関】

いわて産業振興センター
プロジェクトディレクター

プロジェクト
アドバイザー

国際技術動向
調査ユニット 地域連携コーディネータ

（イノベーション・クリエーター）

事業推進会議

岩手大学 岩手県立大学
一関工業高等
専門学校

岩手県工業
技術センター
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目指す姿

次世代モビリティ
イノベーション人材
を次々と輩出

次世代モビリティ
開発プロジェクト
を次々と創出

シーズプッシュ型から、
社会ニーズ駆動型
●●解決型の

イノベーションシステムへ

スマート化

環境対応

省エネ化

軽量化

コストダウン

安全安心

文部科学省　地域イノベーション
戦略支援プログラム

次世代
自動車
宮城県
エリア

連
携

長崎地域イノベーション推進協議会
推進協議会：長崎“新生”産学官金連携コンソーシアム（NRC：平成22年11月30日設立）

NRC代表者会議

NRC企画グループ会議

幹事会
NRC事務局

長崎県・県研究機関

長崎県産業振興財団

長崎大学
長崎総合科学大学
長崎県立大学
佐世保工業高等専門学校

長崎県商工会議所連合会
長崎県商工会連合会
長崎県中小企業団体中央会

新産業の創造に意欲的な地域有望企業郡

メンバー：関係機関の長（会長：長崎県知事）

内　　容：進捗状況の把握や方向性の討議等

メンバー：関係機関の実務責任者
内　　容：具体的な支援方策を提案

長崎大学
（県と連携して運営）

連携促進
事業化促進

研究開発
機器の開放 事業化促進

専門家派遣

企業動向・市場動向の
調査、情報提供

ニーズ
シーズ

支援の提案

十八銀行・親和銀行 金官

学 産

NRC :長崎“新生”産学官金連携コンソーシアムによるプロジェクトの組織と推進

科学技術的価値
シーズとニーズの
マッチング・大学等のシーズ

・豊富な地域資源

研究開発型
産学官金連携

・金融機関等が持つ企業情報・技術課題
・解決すべき地域課題

大学等・企業（大企業・地場産業）による共同研究の推進

成果=産業につながる製品・システムの構築

競争的資金・制度の活用

中核を担う研究者集積
・光センシング技術

・福祉工学

・医療現場ニーズの素材開発

・機能性食品開発   etc.

知のネットワーク構築
産学官連携コーディネーター
医療・福祉機器・機能性食品開発支援
薬事・知財・海外展開支援

外部リソースの導入

・東大生研　　etc.

事業化型
産学官金連携

研究成果の事業化の推進

成果=商品化・企業規模拡大・雇用創出

設備開放による企業への技術支援

成果=企業の新分野進出・規模拡大

地域産学官共同研究拠点（JST）

ハイブリッドパワー人材育成・技術経営（MOT）人材育成

設備共用化

長崎県研究機関 ものづくり試作加工支援センター（長崎県工業技術センター）

社会・経済的価値

機能性食品

福祉介護機器

医療・福祉機器

地域連携医療

機能性食品

長崎クラスターの形成
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復興から次世代につながる先端的モビリティの創出

地域イノベーション戦略

　科学技術による技術革新をベースに震災からの復興と持続的なイノベーションを実現する地域を目指す。具体的には、

これまで岩手に蓄積された自動車産業の基盤となる金属、プラスチック、電子デバイスなどの材料開発、先端制御や付

加価値を生むＩＣＴ技術の開発を中核とし、高度技術者の育成、産学官金による事業化の加速化を図り、将来を見据え

たモビリティのイノベーションを進め、日本のものづくりの成功モデルを構築する。

事業の内容

1. 地域イノベーション戦略の中核を担う研究者の集積（実施機関：岩手大学、岩手県立大学）
　　材料・高度加工技術、電子デバイス技術、ICT技術等の重点分野に関する研究者の招へいと産学官共同研究の   
　推進・活動支援を行う。
　
2. 地域イノベーション戦略実現のための人材育成プログラムの開発及び実施
　（実施機関：岩手大学、岩手県立大学、一関工業高等専門学校）
　　イノベーション創出に向けて重点的に育成すべき人材（研究・技術マネジメント人材、ものづくり・ソフトウェアの融
　合技術者、ＥＶ・高度設計技術者等）の新たな人材育成プログラムの開発と実行支援を行う。

3. 大学等の知のネットワークの構築（実施機関：いわて産業振興センター）
　　自動車産業に精通したプロ
　ジェクトディレクターを中心と
　して、各参画機関に駐在する
　地域連携コーディネータ（イノ
　ベーション・クリエーター）によ
　る「ニーズの掘り下げ」を行い、
　研究開発テーマの方向性を調
　整しながら、研究開発から実
　用化・製品化に通じる次世代
　モビリティのイノベーションを
　創出する取組を行う。

4. 地域の大学等研究機関での研究
　設備・機器等の共用化（実施機
　関：岩手県工業技術センター、
　岩手大学、岩手県立大学）
　　技術支援スタッフの配置と
　既存・新規研究設備等の開放・
　共用化支援を行う。

情報通信

その他

●東日本大震災復興支援型・国際競争力強化地域（平成24年～28年度）

いわて環境と人にやさしい次世代モビリティ開発拠点
総合調整機関
公益財団法人　いわて産業振興センター
〒０２０-０８５７　
岩手県盛岡市北飯岡２－４－２６
TEL０１９-６３１-３８２５

参画機関（太字はプログラム実施機関）
産…いわて自動車関連産業集積促進協議会
学…岩手大学、岩手県立大学、一関工業高等専門学校
官…岩手県、岩手県工業技術センター
金…岩手銀行、北日本銀行
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　これまで岩手県に蓄積された自動車産業の基盤を軸に、世界と競

争できる地域イノベーションの拠点として、技術革新をベースに、震

災からの復興と持続的な発展を目指す。この実現のため、岩手県の

産学官金が結集し「オール岩手」として総力を結集し、東北を、岩手

を自動車産業の開発～生産の一大拠点とし、岩手県の震災からの復

興、県内企業の競争力強化を図っていく。

略歴：関東自動車工業（株）生産調達企画
部長・岩手工場副工場長、（株）ケイ･イー･
プロテック　常務取締役を経て、公益財
団法人いわて産業振興センターにて現職
に至る。

プロジェクトディレクター

久 郷 　 和 美

研究開発と人材育成を効果的に組み合わせた持続的・発展的な「健康・医療・福祉」システムの開発

地域イノベーション戦略

　長崎地域の強みである医療・福祉、機能性食品分野の「共同研究」「人材育成」機能を基盤に、地域特性やポテンシャル
を最大限に生かし県内の産学官金のリソースを効果的に活用するとともに、医療・福祉ニーズを基とした産業創出に資
する研究人材の集積や医学と工学双方のマインドを理解できるＨＶ人材の育成に取り組むことなどにより、当該分野の
研究成果の事業化を戦略的かつ迅速に展開しうる体制を整え、本地域における地域イノベーションを継続的に創出する。

事業の内容

1. 地域イノベーション戦略の中核を担う研究者の集積（実施機関：長崎大学）
　　健康・医療・福祉ニーズを基とした新しい産業創出に資するハイブリッドな人材を集積し、研究開発に取り組んでいる。
　①入眠予兆現象研究に基づく応用技術開発　　　　　  ②SDB法応用のセンチネルリンパ節転移診断キットの開発
　③斜面活用の階段移動用リフトと操作システムの開発　④長崎県の農水産物を活用した新規機能性食品の開発

2. 地域イノベーション戦略実現のための人材育成プログラムの開発及び実施（実施機関：長崎県産業振興財団）
　　新事業創出に必要な技術・幅広い知見を持ちイノベーション創出を目指す①ハイブリッドパワー人材（医学と工学の
　専門用語とマインドを理解し、ニーズから新たなシーズを切り開ける人材）②MOT人材（医療機器や健康食品等の事業化
　に必要な知財・薬事法等の制度及び事業化ノウハウ等の知見を有する人材）を育成する。講義は医療福祉系・工学系で
　混成したチームでPBLに基づくアクティブラーニングを特徴とし、フューチャーセンターを設置し活動を促進している。　　
3. 大学等の知のネットワークの構築（実施機関：長崎県産業振興財団）
　　医療・福祉機器開発、機能性食品開発、薬事・知財活用支援、海外展開支援に必要な知見を有するコーディネータを
　4名配置し、製品化・事業化を目指す案件の探索と蓄積、共同研究開発、事業化コンソーシアム組成支援、及び国等
　の競争的資金獲得支援等を行っている。

4. 地域の大学等研究機関での研究設備・機器等の共用化（実施機関：長崎大学）
　　大学等の利用可能機器及び利用条件等のデータベースを整備統合し、機器の共同利用受付のWebページを開設。
　技術支援オペレータ2名を配置し、分析、計測操作の支援を行うとともに企業等を対象に実技講習会や研修会等を
　開催し機器の開放・共同研究や研究開発を促進している。

ライフサイエンス

●研究機能・産業集積高度化地域（平成23年～27年度）

ながさき健康・医療・福祉システム開発地域
総合調整機関
公益財団法人　長崎県産業振興財団　大村本部
〒８５６-００２６　
長崎県大村市池田２丁目１３０３番地８
TEL０９５７-５２-１１３８　FAX０９５７-５２-１１４０

参画機関（太字はプログラム実施機関）
産…長崎県商工会議所連合会、長崎県商工会連合会、長崎県中小企業団体中央会
学…長崎大学、長崎県立大学シーボルト校、長崎総合科学大学、佐世保工業高等専門学校
官…長崎県、公益財団法人長崎県産業振興財団
金…十八銀行、親和銀行
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　長崎県は、西洋医学伝来の地であり、多くの事始めでも紹介され

る様に古来より先進的な地域である。東アジアを始めとした海外文

化との交流・交易の歴史や造船を基盤とする物作り等の歴史を有し

ており、農水産物に恵まれた風土や豊富な産業人材等のポテンシャ

ルも活用し、健康・医療・福祉をテーマとする産学官金新連携のもと

新たなイノベーション創出の実現に向け邁進したい。

略歴：三菱重工業（株）にて火力発電や環
境関連事業のプロジェクトマネージャー
を歴任。その間、新製品新技術開発にも
携わる。現在、（公財）長崎県産業振興財団
技術統括

プロジェクトディレクター

植 田 　 勝 征




